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自欝議決定)]22)守12年21(平或年重税制改正大鵜〈抄)22〔平或 

第3掌 名主要課題の改革の方i向性 
Z 鏑入所得謹税

(1)所得税
 
@ 現状と課題


所得税については、累次の改正!こより、税率の引下げ・その適用範閤(ブラケット轄)の拡大が行

われるとともに、各種控除の紫次にわたる拡充仁よって課税最低騒の引上げが行われてきており、摂

得再分配機能や財漉謡選機能が低下している状現にあります。

現識の新得裂は累進構造さをとっていますが、東議税率はなだらか!こ上昇し、一定所得以上iま下欝し

ており、累進性を喪失している状態と言えます。

その康調としては、第一仁、新得控除が梧詩的に高所得者!こ有来iなこと、第二に、分離課税してい

る金融所得などに軽課していることなどが挙げられます。

格畿が拡大する中、所得税には所得再分配機能の発欄が求められています。特!こ、中間層が低所得

腐へと落ちていく下への格差拡大を食い止めることは鴨艇の課題です。 
3長選構造を回複させる改革を行って所得再分配機能後散り戻す必要があります。

金改革の方拘a註
所得再分盤機能を罷復し、薪得税の正常生iこ掲げ、続準構造の改革の iまか、以下のような攻革を推

進L議芝草
第一!こ、的確に所得捕捉できる体鱗を整え、課税の適正イとを図るために、社会保障，税共通の番号

制捜の議入を進めます。ただし、一般の消費者を顕容としている小売業等に徹る持上げ(事業所得)

や、グローパJI-{!::が進展する中で海外資産や取引に関する情報の把握などには一政の限界があり、番

号制庶も万能薬ではないという認識も必要です。

第ニ!こ、所得控除から税額櫨除・給付付き税額控除・手当へ転換を進めます。

第五に、本来、全ての所得を合算して謀説する f総合課税jが理想ではありますが、金書室資産の渡

嘉性等!こかんがみ、当冨のまきJie;.lごして、景気情勢iこ十分譲eJ.l撃しつつ、桂三定譲渡益・護ささき諜授の説率の

晃叢しに滋り龍むとともに、撰益i議3まの範霊を拡大し、金磯所得の一体課税を進め 2まず。 
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1.所得再分配機能 iこついて


[平成 22年度税制改正大窺〈抄)(平成 21年 12尭22箆鵠議決定)]

罰得税については、票次の改正により、税率の引下げ・その漉淘範醤〈ブラケット輔〉の盤大が行われるととも

に、各種控除の巣次にわたる拡充によって鰻税最程醸の引上げが行われてきており、所得帯分配機能や財源調濯機

能が征下している状却にあります。〈略)

累進構造を聞穫させる改革を行って所得再分配機能を取り探す必撃があります。
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所得税 a住民投の税率構濯の平成23年、平成2年、昭和例年の比較� 

昭和61年から現在にきさるまで、税導主構造の累進緩和が行われてきている。� 
平成2若手と瑛夜の税率議選後比べると、給与収入し000万円程度から税率構造のフラット化が顕著となっている。� 
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給与収入の分布{緩和61年~平成20年〉

<給与分布のま量移>
・平成事事事までは、平均象会おはよ妻干し、高所得者の2説会がま整会U.平成意義手J:...lJ華iふ3fZ士号給与は低下し、高所得者の参j会ts減少。
.平成20毒事ではま童手と潟水準!こ渓っている。

<貌2事機滋の主主主>
この閥、平成� 7年!こ貌主事者襲遂の大舗なフラット化、3fZJiltll年!こ銭高税務引下げという祭進構造の緩和が進展@
キ 所得費車i農が平成� 2主事主話時iこ戻っているにもかかわらず、税家機滋{立大鋪!こフラット化したまま(所得の再分配の水準が低下)。
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主要閣の芸者得韓等の最高桂識について
 

O 日本の個人所得課税の最高税率leI:概ね主箆闇並み。 

O なお、所得税の最高税率について、ドイツは� 2007年、イギリスは� 2010年に引き上げており、アメリ力、フランス

でも、親権引上げを検討中。� 

(2010年� 10 FI寝苦E)

日本 アメリカ イギリス� Fイツ フランス

所得税� 40% 35% 50% 45% 40% 
〈主主1) ・ 〈注お {注3) (主主4)

住民説等� 10% 12.6% 一� 2. 489令� 89令
{注1) I (注3) (浅4)， 

おt:::~.!i盟税ーし
 

Fフ11守� .- --_. 、� ":4守主手'!~p~以
50¥4，71;;6%住民税等� '50%"I."A~~f;; f3% ，1:，58%:"ι-E %} 
， 1. l い::;:

所得税の最高税率が|
適用される給与収入� 2380万円....，� I 3534万円，..，� I 1995万円....，� I 5774万円，..，� I 2760万円~

所得税の ー
ブッケット数� 6 34〈注3)

〈主主1)アメリカでは、 2010年� 2 1=11こ公表された大統鑓予薬害致著書において、中低所得者向iすの所得税率は携え霊堂〈一方、最寄税率の苦11ニげを含む滋所得者向iす

の税率ぷ菩11ニiデ(33%、35%→36%、39.吾号も〉会t主建築記されている。ますこ、アメリカのま窓方所得税iま、ニュー2まークt普及びニューヨーク市の所得税畿の合計僚で

ある。


(注2)イギリス!こは地方所得税iまない。

(注3)ドイツの所得税iま共有税であり、連邦、州及び市町村にそれぞれ税収が分配される。また、所得税に加えて、連格付加税(原則、所得税綴の� 5.5%、銭高


税務� 2‘ こは所得税務ブラケットは存夜せず、税率表にしたがって税織が決定される。
48%)が議されている。ドイツi

{注4)フランスiこi立地方所得税はないが、社会保障関逮諸税(計約も)が給与収入に対して課されている。家た、� 2010年� 9月に閣議決定された予算法擦において‘


所得税の最高税率の引上げ(40%→41%)が提案~れている。
(注5)所得税の賞受筒税務が適用される給与収入の計算においては、夫婦子2人の世帯を仮定している。なお、日本はそFが控除対象扶養親族(子のうち� 1人が特
 

2宣扶幾綴綴)に該当するものとし、アメリカは子のうち� 1入費� 17歳未満としている。

(備考)邦貨換算レ…トは、 1ドル=85円、� 1ポンドヱエ� 133問、� 1ニL…ロロロ� 110円(基準外国為替怨場及び草食立を外殴為替相場;平成� 22年� 8月中における3総務綴有毒の


平均儀)
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2.給与所得控除について


[平成 22年還を税制改正大額〈抄)(平成 21年� 12丹22B嬰議決定刀� 

C 絵与新得議燥には上諜がありませんが、給与摂得者の必要経費が程入の主義裁に応じて必ずしも増加するとiま考
えにくく、高所得者により有利な昔話j賓となっています。このため、結与所簿撹除iこ爵しては、上騒を設けるなど

の見蓋しが必獲です。� 

O 詰与所得撤除の見渡しと併せ、特定支出掠除の対象範屈を拡大することにより、給与所得者にとって使いやす

い制度にすることを検討します。� 

O 給与所得控除後合めた所得税のあり方について議論をしていく中で、個人事業主との課税の不均衡を是正し、

「二重控除Jの問組を解消するための抜本的措髄を平成� 23年度税制改正で鱗じることとします。

(1)絵接持奇薄犠離のよ援設定について� 

(2)轄定支出控験の対象範囲の拡大について� 

(3)役員給与!こ様る給与所得謹除のあり方について� 

① 一般の役員給与� 

② 一人オ…ナー給与� 

(4)退職所帯課税について
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給与所得控捧串i震の概饗� 

O 給与所得については、概算措除として給与所得捌除の適用がある。� 

控除織は給与収入に応じて逓増(上眼なし(昭和初年分以前は上段ありけ。� 

給与総額の約3塞lト57兆問が捜除されているむ� 

※ 通勤警護などの特定支出の績が給与所得控除額を越えるときは、その超える意草分を控除することができきる(特定支出控除)。

O
C

(万円}

200 

100 

65 

。給与総額に対する給与所得鍛徐総額の割合� 

給与総額(A) 給与所得控除 望日l合(B/A)
総額(B) 

195.5兆円� 57β兆円� 29.2覧

〈滋考平成22年度予算ベース}� 

く現行〉
;定車控除 〈戦入金輯〉

写$0，ぞ，...ぉ.tT O?e廓多台� 40% 

3$α フS"...J忌ぇ""Fc:>後s多ヨ� 30多6 

66α フヲ伊鳴お{""F'"着時喜多古l' 20% 

1.00α フ宅ifq~周>"0:>膏忽ラヨ t 0%  

宅� .000アタ間嶋抑制骨�  5%  

超長官ヨ"..筒.墓縄� 65フヲ戸ヨ

給与収入金額 給与所得控除額�  

1.000方向�  220万円�  

1.500万F9� 245万F9� 

2，000)音符� 270万鍔�  

3，000万F9� 320万円�  

〈昭和� 48帯〉

定額控除 問万円

定車控除〈斑鎖線除機収入金額〉

問。万円以下抑制分�  20% 

3∞万円以下的部分�  10% 
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6007宮内以下的部分�  5%  

控除草塁塁巨額� 76万円

一収一与
一
給

〕内{万の
り
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給与所得者� (4，587万人)の状況� 

G 給与所得者の分布i -400万円が最も多く� 33.3%、1，� 000万円超i お� .3%。ま、� 200JJp:j ま4.9%、1，� 500万円超i
O 給与所得者全体の平均給与l;t， 430JJ向。

98.6% 99.4% 

23.3% 川山

主部沼議磁器� 
1067n人� 1妻529万人� 3573入� 

(0.8%)
(23.3
，

%) (33.3%) 

|1.0日日-1.50口:町内|� 
16673人� 
(3ι%) 

日� 200 

給与所得者全体;� 
43073Pl 

〈王子均給与の金額〉� 
一人オーナー� 

1.968)可内

(i主1)悶税庁「民間給与実態調ま(平成20年分)J、 「会社標本調査(平成� 20年分)J による。
〈i主2) 1毒事を通じて勤務した給与所得者についてのデ…宇である。� 
(i主3) r従業災者事J 1二{誌、役員についてのデ…'9も昔話絞れている。� 
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給与所得者を対象とした概算控除の盟際比較�  (2010年� 1尭汲守主〉

む 主婆箆立〉給与所得者{t対象とした緩纂宝章露撃の水準i主、わが留に比較して低く、 また、定額号車i又はよ綴が設定ミされている。

倒 本 ア メ 会 イ ギ リ ス ド イ� 1ジ フ フ� J、 x 」
概算控除 給与所得捜除(定率} 概算段除{定額) (注 1) 主-.-k(注記) 被用者概算控除(猿縦]� l必要経費概算控除

給耳与障収入に応じ、� 5を段適階用の撚
M申� 

[渡 1) (定率，上陸自主り}
除� 楽街1〔夫1.与4婦所00共ド得闘J綾(40軸叩器砧)� iIこ告m破の� a.5ら場万な合円い〉) 920ユーロ(12.2 7:i内) 〔主主� 1) 

※給与所得者!こ雪量る� 費量{底係簿磁器5万円 a 車産寺尾豆入{社会保険料綾書最後)

の� 1号%

量量1器 計� 5ユーロ� (5.5万汚}
J:緩 13.948ユーロ(185.5 J.ip号)

議給与所得者iこ懸る� g 

JIl--TIl--

〉問

削

持〈 

E宝コ

33

要

200 

徐 E豆~
額

100 巨亙E 
65 

{注1) アメワカ‘ドイツ・フランスで!広務算建議費時皇室と災議後書整理計w誌との量悪事受容iとされている(J:誌の緩繁華聖書事華道建択した場合、実銭告童話事i主主室濁できない}穆
(~主 2) イギザえでは、童書� 3手続鯵者をまき象とした繁華事後総統援は設けられていない� e 方で、軍主務上(1)幾重聖書専について、富島額控除が認めるれている。
0:主3)上taのグラフiま、縫本法憲章与所得控喜弘アメ� 1)カi立総務総襲撃、ドイツi立後F害者寂算控除‘フランスiま必華華経費費者証書事鐙童書について、夫緑子Z人の議会の綾除磁を� ie義している。
{主主4) グラフ中の重量級i立、総与薮入1.000万降、� 2.0∞万F'll主び� 3.00告湯舟の場合の各塁留の控除額である。
(;主5) 邦貨殺事事レート� l立、� 1t'Iレ需 89 向、 1ユーロ 133 河{基調韓外関為まま議場設び裁定外毘為響機場lf'高~ 21年(2自09年)11月中におIt晶実勢線繍の王手均i直人 9
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特定支出控険の標要� 

O 特2主党出控除は、特定支出の額が給与所得控除額を鵠える場合、その越える部分について、確定申告を通じて

給与所得の金額の計算上拙除することがでさる制度(昭和� 62年度改正で創設)。

対象となる特定支出の結盟I，以下のとおり。e!:

犠 自 内 lIi句f 

活動費 -通勤のために通常必要な運賃等の繍

続居費 -転任に伴う転患のために通常必欝な運費、宰泊建設び家樹の運送費等む額

喜寿修費 '職務iこ董接必護憲な技詩又は知識を欝得することを詩的として受講する研務費

議格取得費 -織務i二重接必襲警な資格を取得するための費用〈弁護士、税理士等の資格取得費を除く。)

帰!=E;旅費 -献任に伴い単身赴任をしている者の帰宅のための位複旗費(月 4開後限度〉。� 

O 特定支出控除を適用した確定申告書の接出状現{翌年3月末現在〉
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給与所得者側象とした実額控除の国際比較� l 

(201告毒事� 7;著書寵を)� 

ド イ ツEヨ 本 ア メ リ カ イ ギ ヲ ス フ ツ ン ス

給与紛争毒者(J)必要 徐下可室主〈の注重� 1量}湾〈主に主� Zつ}いてき軽重筆者霊 めi浪の人炎の治葉に支fつ号、い害車て線、裏及書び量主維聖書持生育のた れ実事業を額務正鐙遂除当行Eを守お〈浅岩釣きるもしのたに支つ出いでて‘そ、化q 2と)3書争泌最奪後さま空霊室襲3定36鐙2E定得F芸長〈で続特� えと民る事毒裏事金分宅総}与護を主事菱重重 (J)~聖書霊祭重量
{注2)韓間

滋 動 費 -通勤iこ遜字詰必擦な滋鎌 控除l孟認められない 綴除i孟認められない -通勤に漁骨骨必畿な巡賃 -通勤に通常必擦な首軍事電

-転勤費用 -転勤資期 -転勤費用費勤車五
M 転必勤襲なに湯伴量う量車五隠のために通常

として鍍除は認められない11隊員
-宿泊費等

z綾務よ(1)旅護憲 -義務上(1)旅重量

屈を線Eまとする}
'軍事務上の産主賛旅 費 等い単身赴任者の機議旅費量� (J'!4 期職務よの旅費

-単身訟をE著書の爆犠絞殺及tf.後滋重量-単寄事身殺をを準君の機司~fj望書聖及び伎E量愛
毒事

;資格取得費、 -資絡言毒童買事警愛{警護.よ(J)主筆話筏躍す毒主る千号愛、-草野修重量な{奇襲主意調整義 J龍t1S3善悪霊警に応じるたぬ-婆五苦な修波費書{若軍叉事務iまの総主選義韓行習iを二警号の室後た必め 学金�  )t;.(1)~事官室、母1諜~I:::基耳鯵愛‘図書� iこ語益事喜 2?著書事毒するためのも3をと3?E言よ3鋒終霊殿苦ぬの要監i務重す容要た求量修きめ費事と量苦す等し{毅るく}な総 も務孟技の法上能令に必雲83緩る婆{Z} 寄� F君iこ怒る}爽 のものに簸る}� (1)1こ綴る〉� 
産芸員!lとして主菱重主iま認められない -研修費{軍事業」この富島俊i鵠1:.又iま職

業を得るとめのものに綴る}
.~書聖書毒事害事の費麟〈理入事ら賞総!務こ限滋るtす〉よ必薬な専門-行E望妨書の費購〈毅読務糞よiこ日必産る喜喜〉な� E主期予j-資な資籍絡取取得得重量48{総重費務用iiここ擁翼護軍る事襲}必姿

-図書費に限{軍る事業]よ必重要な調駐車著書事の餓
入費

職場のみで理費用される職業用の衣 特殊な衣服を必裂とされる特殊な職資』量主主 般総の書資盤よ期必に要限悪とるされる特殊な去な特職殊業なの衣場服合をに必磁菜るとされる特株控除� 1<1:認められない
服の賞用!こ限晶 業の場合に限る


そ の 他
 l
E 交際費(臓築遂行1:.必裟以もの!こ
覇王る}にも限産7己ののの量J支(や裁出綴務畿寄撃由量‘11-交る(隊。際理員重，交す側る際、支等費出の(事額要業の件活5を0満動%たをにす限直場度接}合関!こ{係 0閥税%的がをで必限あ華度ふる)}の剛 一払関っ最E置重有たす事の重量余る流間件{体労の働号下事総にで合対‘職費し務ては支

く)
-労費量組合費等

控除l立認められない

ョ一国定体の等重{量こ得訴のして下支で払、総っ務た幾iこ重際責語草等する・2す重定量るの等 こ下訴でし、て議支務払!こl1.'l会る一草) 湿条体件等のi った

線際 除に

{主主 1)アメワカでi立、盛要経愛i主務自童話波書主として、富喜重重荻待望雪!こは主空襲主援の波重量鐙震が手� H!していた� (2010重手話語注入ただし、� 2010毒事2F!Iこ公雲監tされた大量産意義予算事実蓄において‘務毒薬獄事事容に係る
若草El罪i主主重量につき、liIJ途(1)態i滋後還を重量iすることが主豊富草されている。

〈浅草〉アメワカ・ドイツ� zフランスでは、緩繁華重量生動M症と繁華華怒総書語家との選択帯iとされている� a 
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